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Ⅰ. RegTech概要

2015年のUK Chief Scientific Advisor 

reportによると、RegTechは”フィン
テックは、金融規制やレポーティングの
透明性、効率、有効性を高める潜在的能
力を秘めており、これにより創造される
新しい規制対応に対するメカニズム”と
記述されている。つまり、RegTechは
フィンテックと並立する存在ではなく、
規制対応を考慮したフィンテック技術の
組み合わせということができる。

RegTechの特徴は規制当局側にあたる政
府機関が発信したということだ。フィン
テックのみならず新技術は革新的なサー
ビスを提供できる反面、既存の規制が障
壁となる。規制当局側が積極的に新技術
に対して歩み寄り、金融機関・ベンダー
側と協力体制を取る方向にあることは、 

RegTechの最大の利点と言える。

1. 規制対応で認識される課題

英国の金融行動監視機構（Financia l 

Conduct Authority）は、2015年金融ビ
ジネスに関連する企業に対してRegTech

に関するアンケートを行った。そこから
読み取れる規制対応に対する課題を以下
にまとめた。
 

A. 規制の解釈にかかる課題

規制は、文書で発行されるが曖昧な部分
も多く、その解釈には大きな労力がさか
れる。その曖昧さは規制当局と規制対象
機関との認識相違を招く。各機関が独自
の解釈を行うが、その解釈を共有するこ
とは難しく、機関により対応が異なる場
合がある。この対応の不整合は規制がも
たらす効果の阻害要因となる。

B. 規制数における課題

大小様々な規制が続々と発行されてお
り、規制対象機関は日々その対応に追わ
れている。2009年以降、現在までに金
融業界全体の規制数は5倍にも増加して
いると言われており、スケジュールも厳
しい。対応の効率化は不可避である。

2. RegTechの対応領域分類

前述のアンケートは350 社 ( テクノロ
ジー関連43%・金融機関23%・コンサル
関連23%)からの回答を得て2016年7月に
レポートを発表した。

その中で、RegTechのもたらす領域が4

つに分類されて紹介されている。（図表1）

• 金融機関間で情報共有を効率化させる
テクノロジー

• 規制の意図と解釈のギャップを埋める
テクノロジー

• データの正規化により、より良い経営
判断・自動化適用を促すテクノロジー

• 規制対応に別の視点を持ち込むテクノ
ロジー

Ⅱ. RegTech事例紹介

規制遵守は金融機関にとって欠かせざる
義務である。一方で、増大する規制対応
コスト（業務・システム）をいかにして

～世界で加速するデジタル技術の活用

テクノロジーの進化により、ビジネス環境は激変している。あらゆる業界で
イノベーションが起こり、デジタル技術を活用した革新的な商品・サービス
が産み出されている。デジタル化に成功した企業は、新たな顧客体験をもた
らして飛躍的な成長を遂げる一方、それが出来ない企業は顧客から見放され
る時代に突入した。

保険業界においても、変革に向けた様々な取り組みが進んでいる。弊社が
行った調査では、約6割の保険会社が変革プログラムへの投資を拡大してい
くと回答しており、保険業界の変革は更に加速していくであろう。

変革に必要なデジタル技術は何か、今後のテクノロジーはどのように進化す
るのか。当寄稿では、これから本格化する保険業界のデジタル変革について
考察する。
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1.世界的に拡大する変革への投資

保険会社を取り巻く環境は、厳しさを増
している。保険の対象であるヒト、モノ
は変化し、従来の経営では収益が見込め
なくなってきている。そのため保険会社
は、戦略的な変革プログラムを立ち上
げ、様々な改革に乗り出している。

弊社が実施した調査Financial Services 

Change Survey 2017 （日本を含む世界
8か国、金融機関の経営幹部787人に対
する調査、内292人が保険会社の経営幹
部）では、戦略的な変革プログラムへの
投資が拡大傾向にあることが読み取れ
る。図表1は保険会社の調査結果である
が、世界全体では、現在（図表1：A）で
も戦略的な変革プログラムに対して約
30%が大規模投資を行っているのに対
し、今後12ヶ月の投資予定（図表1：B）
としては、約60%が拡大予定となってい
る。また、投資先としても「効率化・コ
ストコントロール」向け、「顧客サービ
ス・体験」向けといった5分野の全てに
おいて、その拡大傾向が見られた。この

保険業界のデジタル変革

投資傾向からも分かるように、保険会社
の変革スピードは世界的に加速していく
と考えられる。

2. デジタル技術への投資が少ない
日本

前述の調査に関して、日本の投資傾向を
見ていきたいと思う。現在の投資規模と
しては、全5分野で概ね20%が大規模投
資を行っている。その内、世界平均との
ギャップが最も大きい分野は、「新デジ
タル技術・チャネル」の-19%（世界平
均：35%、日本平均：16%）であった。
また、この「新デジタル技術・チャネ
ル」に対する今後の投資予定としては、
拡 大 予 定 と 回 答 し た 割 合 で - 2 0 % の
ギャップ（世界平均：61%、日本平均：
41%）が存在している。つまり、「新デ
ジタル技術・チャネル」向けの投資にお
ける世界と日本の差は、今後も拡大して
いく可能性が高い。

日本では、チャネル向けの投資を行って
いる保険会社は多いため、新デジタル技

術への投資が前述の差を生んでいると考
えられる。日本の保険会社は、新しい技
術の活用について検討・検証を進めてい
る段階であり、本格的な大規模投資には
至っていないのであろう。

3. 変革に必要なデジタル技術と
は？

世界の保険会社は、どのようなデジタル
技術に投資しているのか。図表2は、保
険会社が変革プログラムを進める上で、
重要視しているデジタル技術の調査結果
である。1位は「ビッグデータ／アナリ
ティクス」であり、これは世界も日本も
同じであった。デジタル化が進み、多種
多様なデータがビジネスに活用されてい
ることが伺える。世界と日本で比較的大
きなギャップがあったのは、「クラウ
ド」と「ソーシャルメディア／コラボ
レーション」であった。「クラウド」
は、日本の保険会社でも活用が進んでい
るが、営業支援や情報系といった限定的
な範囲での活用に留まっていることが要
因と考えられる。「ソーシャルメディア／

コラボレーション」は、一般消費者への
普及は進んでいるものの、保険ビジネス
での活用が欧米に比べて低いのが実状で
あろう。

今後の保険業界に必要なデジタル技術は
何か。技術革新のスピードが増す現代で
は、特定の技術に絞り込むことは難し
い。図表2の調査結果においても、最下
位の「ロボティクス」でさえ世界の保険
会社の43%が重要と考えており、全方位
的な投資が行われていると推測される。
では、デジタル技術向けの投資は、どの
ように進めていくべきか。この難題に向
き合うためには、テクノロジーのトレン
ドを把握し、今後の技術革新を先読みす
ることが肝要である。

4. テクノロジートレンドから見る今
後のデジタル変革

弊社では、今後3～5年間のうちに企業、
政府機関等に大きな影響を及ぼすと予想
される新たなIT分野の事象をTechnology 

Visionとして毎年特定している。

Technology Vision 2017　
～5つのITトレンド～

・AIは新しいユーザーインターフェース
　～「体験」を第一に～

・無限の可能性を持つエコシステム　
　～“Weエコノミー”を解放する～

・人材のマーケットプレイス　
　～未来を創造する～

・“ひと”のためのデザイン　
　～新たな行動を喚起する～

・未踏の領域へ　
　～新しい産業と標準の創出～

本稿では、この5つのトレンドの内、海
外の保険業界で実用化が進んでいる3つ
を踏まえながら、今後のデジタル変革に
ついて考察する。

• AIは新しいユーザーインターフェース

AIの活用は日本でも始まっているが、現
状は社内の業務効率化やコスト削減を対
象としていることが多い。これからのAI

を考えた場合、顧客と企業をつなぐユー
ザーインターフェースとしてのAI活用が
鍵となる。

Amazon Echoのように、顧客はAIとの直
接的な接点を持ち始めている。顧客はAI

を通じて企業とのコミュニケーションを
持ち、そのAIが企業のデジタルブランド
を形成していく。

保険業界においては、ヘルプデスクの問
い合わせ業務、損害調査の画像診断等に
おいて、AIの活用が始まっている。一
方 、 こ れ か ら 進 む ユ ー ザ ー イ ン タ ー
フェースとしてのAI活用は、保険の加
入・保全・支払における顧客接点がター
ゲットとなる。今後顧客は、AIを通じて
保険の相談・各種請求を行ったり、AIに
よる最適なアドバイスを享受したりして
いくと予想される。また、機械同士の対
話が発展してくと、自動車に搭載された
装置が事故を検知し、その情報を基に保
険金が自動的に請求されるようなことも
考えられる。社内向け中心のAIが、社外
の顧客向けに転換する日も近い。

• 人材のマーケットプレイス

世界的には、フリーランサー等の活用に
よるクラウドソーシングが進展してい
る。必要な時に、必要な人材を確保でき
るオンデマンド型の潮流が起こり、労働
力が流体化している。また、人事系テク
ノロジーのスタートアップ企業も台頭
し 、 ク ラ ウ ド ソ ー シ ン グ の プ ラ ッ ト
フォーム提供も始まっている。

保険業界においても、クラウドソーシン
グ の 活 用 が 想 定 さ れ る 。 ア メ リ カ の
WeGoLookは、調査サービスを提供して
いるが、その調査は“LOOKERS”と呼ば
れる登録エージェント（一般人）が行っ
ている。エージェントは、依頼された現
場の写真・動画を撮り、それを依頼人に
送信するというスキームであり、エー
ジェントを活用したビジネスモデルとい
う意味ではUberに近い。同社は、保険
会社向けのサービスも提供しており、損
害調査等での活用が見込まれる。

•  “ひと”のためのデザイン

従来、“ひと”がテクノロジーに合わせる
部分が多かったが、これからはテクノロ
ジーが“ひと”に合わせていく時代を迎え
る。先進的なテクノロジーは、自ら学習
することができ、文脈解析や画像認識に
より人間と同じように思考することが可
能となる。今後のテクノロジーは、“ひ
と”の欲求やニーズに合わせて、継続的
に自らを変えていくであろう。

フランスのEurop Assistanceは、モー
ションセンサーを組み込んだスマート
ボックスを活用し、先進的なケアサービ
スを提供している。このスマートボック
スを家庭に設置すると、テクノロジーが
“ひと”の日常的な行動パターンを学習し、
提供するサービスを最適化していく。例
えば、キッチンの利用頻度が下がった場
合は栄養関連のアドバイスを行ったり、
外出が減った場合は社会的な孤立をア
ラートしたりする。また行動データは、
家族に送信することも可能であり、遠方
に住む高齢者向けのケアサービスとして
も役立てられている。このようなサービ
スは、少子高齢化が進む日本において
も、ニーズが高いのではないだろうか。

抑制するかは、金融機関経営にとって重
要な課題となっている。RegTechはコス
トを抑えつつ規制遵守を確実とする効果
が期待できる。以下ではこれまでの金融
機 関 実 務 の 枠 組 み を 超 え る よ う な
RegTech事例を紹介する。

1. 規制解釈の標準API化

規制対象の金融機関は大量の文章を解読
しながら解釈を行う。そして、規制当局
と解釈の確認を行いながらアクションを
定義していく。規制文章は曖昧な記述も
多く、金融機関にとって、このプロセス
は大きな負担となっている。この作業負
荷を低減するべく、規制文章をコード化
するテクノロジーが注目を集めている。
言わば、規制解釈の自動化だ。具体的な
実用イメージを以下に述べる。

規制文章をアプリケーションで処理し、
コンピュータが読み込み可能なコードに

変換する。これまで規制当局との対話に
より明確化されていた、解釈が難しい曖昧
な部分をコード化することで、各金融機
関コンピュータシステムが利用可能なAPI

（Application Programming Interface）
として提供される。APIには規制に関連
する業務領域・アクション・計算ロジッ
ク・レポート要件等の規制対応に必要な
ロジックが規定のフォーマットで定義さ
れており、適用におけるプロセスの簡素
化・自動化に対して期待が高い。RaaP 

（Regulation as a Platform）と呼ばれ
るこのサービスはまだまだ実験段階であ
るものの熟成すれば規制対応を大幅に効
率化させる可能性を秘める。

2. 規制にかかる業務の外部化

自社システムを変更するのではなく、規
制対応済みの共有システムに業務を移す
事で、規制に対応する考え方だ。中でも
メジャーな存在であるのがKYC（Know 

Your Customer/顧客確認）だ。このマネー
ロンダリング・テロ資金供給の阻止を主
な目的とする規制に対して、これまで
は、各金融機関が独自に口座開設時の顧
客確認手続きを行っている。KYCのプロ
セスを共通化（アウトソース）すること
により、規制非遵守のリスク回避、さら
に柔軟な規制変更に対する対応が実現で
きるのみならず、プロセスコストの削減
も期待できる。

Ⅲ. RegTechのもたらす規制の
未来

規制当局側のRegTechの適用は規制対応
プロセスに対して大きな革新をもたらす
可能性を秘めている。

1．コンピュータが読み込み可能な規制
フォーマット

A. APIによる規制発行

前述の「規制解釈の標準API化」は文章
により規制が発行される前提においての
取り組みだ。さらに進んだ将来には、規
制自体がAPIで発行される事が期待され
る。規制に変更がある場合は、このAPI

が変更されることになるため、金融機関
は規制文書の解釈・すり合わせから解放
される。

B. XBRLによる規制発行

API化が困難な分野に関しては、XBRL

（eXtensible Business Reporting Language）
での規制発行が期待される。XBRLを使
うと規制当局によって定義された共通の
タクソノミ(分類)に従って規制にタグ付
することができる。これにより、それぞ
れの文章の裏に関連する「部署」、「業
務」、「金融商品」等の情報が付加され
る事になる。現状では、文書を解読しな

がら対応が必要な業務・システム・部署
を検討しているがXBRLで発行された規
制では、コンピュータに読み込むことに
より自動で分類・インパクト分析が可能
となる。（図表2）

2．規制当局によるシステム認定

「規制のかかる業務の外部化」は、規制
対応の効率化に非常に有効な手段だ。し
かし、外部化することにより本当に規制
を遵守しているか確認することが難しく
なる。そのため、利用するシステムの信
頼性が重要な要素となる。規制当局が
「規制対応認定」をシステムに与えれ
ば、認定外部システム利用＝規制順守と
なる。

これらの規制環境が整えば、規制対応業
務は大幅に改善される。具体的には、規
制対象機関は規制文書の解釈から解放さ

れ、規制からは曖昧さが排除される。結
果、各機関は整合性のとれた対応が可能
となる。さらに、「規制対応認定」の利
用により、規制対応コストは削減され、
規制対応にあたっていた人員は金融機関
競争優位に向けた業務に集中することが
できる。

現時点のRegTechは、まだ初期段階であ
り、規制対応は依然として従来通りの対
応が必要な場合が多い。しかし、規制当
局・規制対象機関・RegTechサービス提
供者の尽力により熟成段階を迎えた時、
規制対応の在り方は大きく変わることが
予想される。

5. まとめ

保険業界は変革期を迎えている。世界で
は、様々な戦略的投資が行われ、その規
模も拡大している。この投資に成功し、
変革を成し遂げた保険会社が新たな時代
をリードしていくであろう。

世界と日本では、デジタル技術への投資
に違いが見られた。世界的にはデジタル
技術の実用化が進み、保険会社が提供す
るサービスも変化してきている。日本の
保険会社もデジタル化を加速していく必
要があるのではないかと考えている。

技術革新のスピードが増す現代では、個
別のデジタル技術の見極めに多くの時間
を要している余裕はない。これから必要
なことは、今後の技術動向を踏まえ、技
術の進化を先読みし、先進技術を柔軟に
取り込んでいくことである。日本の保険
業界においても、デジタル化が進み、日
本発の新たな商品・サービスが産まれる
よう、弊社も取り組んでいきたいと思う。
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図表1   戦略的変革プログラムに対する投資規模

Ⅰ. RegTech概要

2015年のUK Chief Scientific Advisor 

reportによると、RegTechは”フィン
テックは、金融規制やレポーティングの
透明性、効率、有効性を高める潜在的能
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れる。その曖昧さは規制当局と規制対象
機関との認識相違を招く。各機関が独自
の解釈を行うが、その解釈を共有するこ
とは難しく、機関により対応が異なる場
合がある。この対応の不整合は規制がも
たらす効果の阻害要因となる。

B. 規制数における課題

大小様々な規制が続々と発行されてお
り、規制対象機関は日々その対応に追わ
れている。2009年以降、現在までに金
融業界全体の規制数は5倍にも増加して
いると言われており、スケジュールも厳
しい。対応の効率化は不可避である。

2. RegTechの対応領域分類

前述のアンケートは350 社 ( テクノロ
ジー関連43%・金融機関23%・コンサル
関連23%)からの回答を得て2016年7月に
レポートを発表した。

その中で、RegTechのもたらす領域が4

つに分類されて紹介されている。（図表1）

• 金融機関間で情報共有を効率化させる
テクノロジー

• 規制の意図と解釈のギャップを埋める
テクノロジー

• データの正規化により、より良い経営
判断・自動化適用を促すテクノロジー

• 規制対応に別の視点を持ち込むテクノ
ロジー

Ⅱ. RegTech事例紹介

規制遵守は金融機関にとって欠かせざる
義務である。一方で、増大する規制対応
コスト（業務・システム）をいかにして

1.世界的に拡大する変革への投資

保険会社を取り巻く環境は、厳しさを増
している。保険の対象であるヒト、モノ
は変化し、従来の経営では収益が見込め
なくなってきている。そのため保険会社
は、戦略的な変革プログラムを立ち上
げ、様々な改革に乗り出している。

弊社が実施した調査Financial Services 

Change Survey 2017 （日本を含む世界
8か国、金融機関の経営幹部787人に対
する調査、内292人が保険会社の経営幹
部）では、戦略的な変革プログラムへの
投資が拡大傾向にあることが読み取れ
る。図表1は保険会社の調査結果である
が、世界全体では、現在（図表1：A）で
も戦略的な変革プログラムに対して約
30%が大規模投資を行っているのに対
し、今後12ヶ月の投資予定（図表1：B）
としては、約60%が拡大予定となってい
る。また、投資先としても「効率化・コ
ストコントロール」向け、「顧客サービ
ス・体験」向けといった5分野の全てに
おいて、その拡大傾向が見られた。この

投資傾向からも分かるように、保険会社
の変革スピードは世界的に加速していく
と考えられる。

2. デジタル技術への投資が少ない
日本

前述の調査に関して、日本の投資傾向を
見ていきたいと思う。現在の投資規模と
しては、全5分野で概ね20%が大規模投
資を行っている。その内、世界平均との
ギャップが最も大きい分野は、「新デジ
タル技術・チャネル」の-19%（世界平
均：35%、日本平均：16%）であった。
また、この「新デジタル技術・チャネ
ル」に対する今後の投資予定としては、
拡 大 予 定 と 回 答 し た 割 合 で - 2 0 % の
ギャップ（世界平均：61%、日本平均：
41%）が存在している。つまり、「新デ
ジタル技術・チャネル」向けの投資にお
ける世界と日本の差は、今後も拡大して
いく可能性が高い。

日本では、チャネル向けの投資を行って
いる保険会社は多いため、新デジタル技

術への投資が前述の差を生んでいると考
えられる。日本の保険会社は、新しい技
術の活用について検討・検証を進めてい
る段階であり、本格的な大規模投資には
至っていないのであろう。

3. 変革に必要なデジタル技術と
は？

世界の保険会社は、どのようなデジタル
技術に投資しているのか。図表2は、保
険会社が変革プログラムを進める上で、
重要視しているデジタル技術の調査結果
である。1位は「ビッグデータ／アナリ
ティクス」であり、これは世界も日本も
同じであった。デジタル化が進み、多種
多様なデータがビジネスに活用されてい
ることが伺える。世界と日本で比較的大
きなギャップがあったのは、「クラウ
ド」と「ソーシャルメディア／コラボ
レーション」であった。「クラウド」
は、日本の保険会社でも活用が進んでい
るが、営業支援や情報系といった限定的
な範囲での活用に留まっていることが要
因と考えられる。「ソーシャルメディア／

コラボレーション」は、一般消費者への
普及は進んでいるものの、保険ビジネス
での活用が欧米に比べて低いのが実状で
あろう。

今後の保険業界に必要なデジタル技術は
何か。技術革新のスピードが増す現代で
は、特定の技術に絞り込むことは難し
い。図表2の調査結果においても、最下
位の「ロボティクス」でさえ世界の保険
会社の43%が重要と考えており、全方位
的な投資が行われていると推測される。
では、デジタル技術向けの投資は、どの
ように進めていくべきか。この難題に向
き合うためには、テクノロジーのトレン
ドを把握し、今後の技術革新を先読みす
ることが肝要である。

4. テクノロジートレンドから見る今
後のデジタル変革

弊社では、今後3～5年間のうちに企業、
政府機関等に大きな影響を及ぼすと予想
される新たなIT分野の事象をTechnology 

Visionとして毎年特定している。

Technology Vision 2017　
～5つのITトレンド～

・AIは新しいユーザーインターフェース
　～「体験」を第一に～

・無限の可能性を持つエコシステム　
　～“Weエコノミー”を解放する～

・人材のマーケットプレイス　
　～未来を創造する～

・“ひと”のためのデザイン　
　～新たな行動を喚起する～

・未踏の領域へ　
　～新しい産業と標準の創出～

本稿では、この5つのトレンドの内、海
外の保険業界で実用化が進んでいる3つ
を踏まえながら、今後のデジタル変革に
ついて考察する。

• AIは新しいユーザーインターフェース

AIの活用は日本でも始まっているが、現
状は社内の業務効率化やコスト削減を対
象としていることが多い。これからのAI

を考えた場合、顧客と企業をつなぐユー
ザーインターフェースとしてのAI活用が
鍵となる。

Amazon Echoのように、顧客はAIとの直
接的な接点を持ち始めている。顧客はAI

を通じて企業とのコミュニケーションを
持ち、そのAIが企業のデジタルブランド
を形成していく。

保険業界においては、ヘルプデスクの問
い合わせ業務、損害調査の画像診断等に
おいて、AIの活用が始まっている。一
方 、 こ れ か ら 進 む ユ ー ザ ー イ ン タ ー
フェースとしてのAI活用は、保険の加
入・保全・支払における顧客接点がター
ゲットとなる。今後顧客は、AIを通じて
保険の相談・各種請求を行ったり、AIに
よる最適なアドバイスを享受したりして
いくと予想される。また、機械同士の対
話が発展してくと、自動車に搭載された
装置が事故を検知し、その情報を基に保
険金が自動的に請求されるようなことも
考えられる。社内向け中心のAIが、社外
の顧客向けに転換する日も近い。

• 人材のマーケットプレイス

世界的には、フリーランサー等の活用に
よるクラウドソーシングが進展してい
る。必要な時に、必要な人材を確保でき
るオンデマンド型の潮流が起こり、労働
力が流体化している。また、人事系テク
ノロジーのスタートアップ企業も台頭
し 、 ク ラ ウ ド ソ ー シ ン グ の プ ラ ッ ト
フォーム提供も始まっている。

保険業界においても、クラウドソーシン
グ の 活 用 が 想 定 さ れ る 。 ア メ リ カ の
WeGoLookは、調査サービスを提供して
いるが、その調査は“LOOKERS”と呼ば
れる登録エージェント（一般人）が行っ
ている。エージェントは、依頼された現
場の写真・動画を撮り、それを依頼人に
送信するというスキームであり、エー
ジェントを活用したビジネスモデルとい
う意味ではUberに近い。同社は、保険
会社向けのサービスも提供しており、損
害調査等での活用が見込まれる。

•  “ひと”のためのデザイン

従来、“ひと”がテクノロジーに合わせる
部分が多かったが、これからはテクノロ
ジーが“ひと”に合わせていく時代を迎え
る。先進的なテクノロジーは、自ら学習
することができ、文脈解析や画像認識に
より人間と同じように思考することが可
能となる。今後のテクノロジーは、“ひ
と”の欲求やニーズに合わせて、継続的
に自らを変えていくであろう。

フランスのEurop Assistanceは、モー
ションセンサーを組み込んだスマート
ボックスを活用し、先進的なケアサービ
スを提供している。このスマートボック
スを家庭に設置すると、テクノロジーが
“ひと”の日常的な行動パターンを学習し、
提供するサービスを最適化していく。例
えば、キッチンの利用頻度が下がった場
合は栄養関連のアドバイスを行ったり、
外出が減った場合は社会的な孤立をア
ラートしたりする。また行動データは、
家族に送信することも可能であり、遠方
に住む高齢者向けのケアサービスとして
も役立てられている。このようなサービ
スは、少子高齢化が進む日本において
も、ニーズが高いのではないだろうか。

抑制するかは、金融機関経営にとって重
要な課題となっている。RegTechはコス
トを抑えつつ規制遵守を確実とする効果
が期待できる。以下ではこれまでの金融
機 関 実 務 の 枠 組 み を 超 え る よ う な
RegTech事例を紹介する。

1. 規制解釈の標準API化

規制対象の金融機関は大量の文章を解読
しながら解釈を行う。そして、規制当局
と解釈の確認を行いながらアクションを
定義していく。規制文章は曖昧な記述も
多く、金融機関にとって、このプロセス
は大きな負担となっている。この作業負
荷を低減するべく、規制文章をコード化
するテクノロジーが注目を集めている。
言わば、規制解釈の自動化だ。具体的な
実用イメージを以下に述べる。

規制文章をアプリケーションで処理し、
コンピュータが読み込み可能なコードに

変換する。これまで規制当局との対話に
より明確化されていた、解釈が難しい曖昧
な部分をコード化することで、各金融機
関コンピュータシステムが利用可能なAPI

（Application Programming Interface）
として提供される。APIには規制に関連
する業務領域・アクション・計算ロジッ
ク・レポート要件等の規制対応に必要な
ロジックが規定のフォーマットで定義さ
れており、適用におけるプロセスの簡素
化・自動化に対して期待が高い。RaaP 

（Regulation as a Platform）と呼ばれ
るこのサービスはまだまだ実験段階であ
るものの熟成すれば規制対応を大幅に効
率化させる可能性を秘める。

2. 規制にかかる業務の外部化

自社システムを変更するのではなく、規
制対応済みの共有システムに業務を移す
事で、規制に対応する考え方だ。中でも
メジャーな存在であるのがKYC（Know 

Your Customer/顧客確認）だ。このマネー
ロンダリング・テロ資金供給の阻止を主
な目的とする規制に対して、これまで
は、各金融機関が独自に口座開設時の顧
客確認手続きを行っている。KYCのプロ
セスを共通化（アウトソース）すること
により、規制非遵守のリスク回避、さら
に柔軟な規制変更に対する対応が実現で
きるのみならず、プロセスコストの削減
も期待できる。

Ⅲ. RegTechのもたらす規制の
未来

規制当局側のRegTechの適用は規制対応
プロセスに対して大きな革新をもたらす
可能性を秘めている。

1．コンピュータが読み込み可能な規制
フォーマット

A. APIによる規制発行

前述の「規制解釈の標準API化」は文章
により規制が発行される前提においての
取り組みだ。さらに進んだ将来には、規
制自体がAPIで発行される事が期待され
る。規制に変更がある場合は、このAPI

が変更されることになるため、金融機関
は規制文書の解釈・すり合わせから解放
される。

B. XBRLによる規制発行

API化が困難な分野に関しては、XBRL

（eXtensible Business Reporting Language）
での規制発行が期待される。XBRLを使
うと規制当局によって定義された共通の
タクソノミ(分類)に従って規制にタグ付
することができる。これにより、それぞ
れの文章の裏に関連する「部署」、「業
務」、「金融商品」等の情報が付加され
る事になる。現状では、文書を解読しな

がら対応が必要な業務・システム・部署
を検討しているがXBRLで発行された規
制では、コンピュータに読み込むことに
より自動で分類・インパクト分析が可能
となる。（図表2）

2．規制当局によるシステム認定

「規制のかかる業務の外部化」は、規制
対応の効率化に非常に有効な手段だ。し
かし、外部化することにより本当に規制
を遵守しているか確認することが難しく
なる。そのため、利用するシステムの信
頼性が重要な要素となる。規制当局が
「規制対応認定」をシステムに与えれ
ば、認定外部システム利用＝規制順守と
なる。

これらの規制環境が整えば、規制対応業
務は大幅に改善される。具体的には、規
制対象機関は規制文書の解釈から解放さ

れ、規制からは曖昧さが排除される。結
果、各機関は整合性のとれた対応が可能
となる。さらに、「規制対応認定」の利
用により、規制対応コストは削減され、
規制対応にあたっていた人員は金融機関
競争優位に向けた業務に集中することが
できる。

現時点のRegTechは、まだ初期段階であ
り、規制対応は依然として従来通りの対
応が必要な場合が多い。しかし、規制当
局・規制対象機関・RegTechサービス提
供者の尽力により熟成段階を迎えた時、
規制対応の在り方は大きく変わることが
予想される。

2017 Accenture All rights reserved. ©

5. まとめ

保険業界は変革期を迎えている。世界で
は、様々な戦略的投資が行われ、その規
模も拡大している。この投資に成功し、
変革を成し遂げた保険会社が新たな時代
をリードしていくであろう。

世界と日本では、デジタル技術への投資
に違いが見られた。世界的にはデジタル
技術の実用化が進み、保険会社が提供す
るサービスも変化してきている。日本の
保険会社もデジタル化を加速していく必
要があるのではないかと考えている。

技術革新のスピードが増す現代では、個
別のデジタル技術の見極めに多くの時間
を要している余裕はない。これから必要
なことは、今後の技術動向を踏まえ、技
術の進化を先読みし、先進技術を柔軟に
取り込んでいくことである。日本の保険
業界においても、デジタル化が進み、日
本発の新たな商品・サービスが産まれる
よう、弊社も取り組んでいきたいと思う。
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図表2   変革プログラムを進める上で重要なデジタル技術は？（上段：世界平均、下段：日本平均）

Ⅰ. RegTech概要

2015年のUK Chief Scientific Advisor 

reportによると、RegTechは”フィン
テックは、金融規制やレポーティングの
透明性、効率、有効性を高める潜在的能
力を秘めており、これにより創造される
新しい規制対応に対するメカニズム”と
記述されている。つまり、RegTechは
フィンテックと並立する存在ではなく、
規制対応を考慮したフィンテック技術の
組み合わせということができる。

RegTechの特徴は規制当局側にあたる政
府機関が発信したということだ。フィン
テックのみならず新技術は革新的なサー
ビスを提供できる反面、既存の規制が障
壁となる。規制当局側が積極的に新技術
に対して歩み寄り、金融機関・ベンダー
側と協力体制を取る方向にあることは、 

RegTechの最大の利点と言える。

1. 規制対応で認識される課題

英国の金融行動監視機構（Financia l 

Conduct Authority）は、2015年金融ビ
ジネスに関連する企業に対してRegTech

に関するアンケートを行った。そこから
読み取れる規制対応に対する課題を以下
にまとめた。
 

A. 規制の解釈にかかる課題

規制は、文書で発行されるが曖昧な部分
も多く、その解釈には大きな労力がさか
れる。その曖昧さは規制当局と規制対象
機関との認識相違を招く。各機関が独自
の解釈を行うが、その解釈を共有するこ
とは難しく、機関により対応が異なる場
合がある。この対応の不整合は規制がも
たらす効果の阻害要因となる。

B. 規制数における課題

大小様々な規制が続々と発行されてお
り、規制対象機関は日々その対応に追わ
れている。2009年以降、現在までに金
融業界全体の規制数は5倍にも増加して
いると言われており、スケジュールも厳
しい。対応の効率化は不可避である。

2. RegTechの対応領域分類

前述のアンケートは350 社 ( テクノロ
ジー関連43%・金融機関23%・コンサル
関連23%)からの回答を得て2016年7月に
レポートを発表した。

その中で、RegTechのもたらす領域が4

つに分類されて紹介されている。（図表1）

• 金融機関間で情報共有を効率化させる
テクノロジー

• 規制の意図と解釈のギャップを埋める
テクノロジー

• データの正規化により、より良い経営
判断・自動化適用を促すテクノロジー

• 規制対応に別の視点を持ち込むテクノ
ロジー

Ⅱ. RegTech事例紹介

規制遵守は金融機関にとって欠かせざる
義務である。一方で、増大する規制対応
コスト（業務・システム）をいかにして

1.世界的に拡大する変革への投資

保険会社を取り巻く環境は、厳しさを増
している。保険の対象であるヒト、モノ
は変化し、従来の経営では収益が見込め
なくなってきている。そのため保険会社
は、戦略的な変革プログラムを立ち上
げ、様々な改革に乗り出している。

弊社が実施した調査Financial Services 

Change Survey 2017 （日本を含む世界
8か国、金融機関の経営幹部787人に対
する調査、内292人が保険会社の経営幹
部）では、戦略的な変革プログラムへの
投資が拡大傾向にあることが読み取れ
る。図表1は保険会社の調査結果である
が、世界全体では、現在（図表1：A）で
も戦略的な変革プログラムに対して約
30%が大規模投資を行っているのに対
し、今後12ヶ月の投資予定（図表1：B）
としては、約60%が拡大予定となってい
る。また、投資先としても「効率化・コ
ストコントロール」向け、「顧客サービ
ス・体験」向けといった5分野の全てに
おいて、その拡大傾向が見られた。この

投資傾向からも分かるように、保険会社
の変革スピードは世界的に加速していく
と考えられる。

2. デジタル技術への投資が少ない
日本

前述の調査に関して、日本の投資傾向を
見ていきたいと思う。現在の投資規模と
しては、全5分野で概ね20%が大規模投
資を行っている。その内、世界平均との
ギャップが最も大きい分野は、「新デジ
タル技術・チャネル」の-19%（世界平
均：35%、日本平均：16%）であった。
また、この「新デジタル技術・チャネ
ル」に対する今後の投資予定としては、
拡 大 予 定 と 回 答 し た 割 合 で - 2 0 % の
ギャップ（世界平均：61%、日本平均：
41%）が存在している。つまり、「新デ
ジタル技術・チャネル」向けの投資にお
ける世界と日本の差は、今後も拡大して
いく可能性が高い。

日本では、チャネル向けの投資を行って
いる保険会社は多いため、新デジタル技

術への投資が前述の差を生んでいると考
えられる。日本の保険会社は、新しい技
術の活用について検討・検証を進めてい
る段階であり、本格的な大規模投資には
至っていないのであろう。

3. 変革に必要なデジタル技術と
は？

世界の保険会社は、どのようなデジタル
技術に投資しているのか。図表2は、保
険会社が変革プログラムを進める上で、
重要視しているデジタル技術の調査結果
である。1位は「ビッグデータ／アナリ
ティクス」であり、これは世界も日本も
同じであった。デジタル化が進み、多種
多様なデータがビジネスに活用されてい
ることが伺える。世界と日本で比較的大
きなギャップがあったのは、「クラウ
ド」と「ソーシャルメディア／コラボ
レーション」であった。「クラウド」
は、日本の保険会社でも活用が進んでい
るが、営業支援や情報系といった限定的
な範囲での活用に留まっていることが要
因と考えられる。「ソーシャルメディア／

コラボレーション」は、一般消費者への
普及は進んでいるものの、保険ビジネス
での活用が欧米に比べて低いのが実状で
あろう。

今後の保険業界に必要なデジタル技術は
何か。技術革新のスピードが増す現代で
は、特定の技術に絞り込むことは難し
い。図表2の調査結果においても、最下
位の「ロボティクス」でさえ世界の保険
会社の43%が重要と考えており、全方位
的な投資が行われていると推測される。
では、デジタル技術向けの投資は、どの
ように進めていくべきか。この難題に向
き合うためには、テクノロジーのトレン
ドを把握し、今後の技術革新を先読みす
ることが肝要である。

4. テクノロジートレンドから見る今
後のデジタル変革

弊社では、今後3～5年間のうちに企業、
政府機関等に大きな影響を及ぼすと予想
される新たなIT分野の事象をTechnology 

Visionとして毎年特定している。

Technology Vision 2017　
～5つのITトレンド～

・AIは新しいユーザーインターフェース
　～「体験」を第一に～

・無限の可能性を持つエコシステム　
　～“Weエコノミー”を解放する～

・人材のマーケットプレイス　
　～未来を創造する～

・“ひと”のためのデザイン　
　～新たな行動を喚起する～

・未踏の領域へ　
　～新しい産業と標準の創出～

本稿では、この5つのトレンドの内、海
外の保険業界で実用化が進んでいる3つ
を踏まえながら、今後のデジタル変革に
ついて考察する。

• AIは新しいユーザーインターフェース

AIの活用は日本でも始まっているが、現
状は社内の業務効率化やコスト削減を対
象としていることが多い。これからのAI

を考えた場合、顧客と企業をつなぐユー
ザーインターフェースとしてのAI活用が
鍵となる。

Amazon Echoのように、顧客はAIとの直
接的な接点を持ち始めている。顧客はAI

を通じて企業とのコミュニケーションを
持ち、そのAIが企業のデジタルブランド
を形成していく。

保険業界においては、ヘルプデスクの問
い合わせ業務、損害調査の画像診断等に
おいて、AIの活用が始まっている。一
方 、 こ れ か ら 進 む ユ ー ザ ー イ ン タ ー
フェースとしてのAI活用は、保険の加
入・保全・支払における顧客接点がター
ゲットとなる。今後顧客は、AIを通じて
保険の相談・各種請求を行ったり、AIに
よる最適なアドバイスを享受したりして
いくと予想される。また、機械同士の対
話が発展してくと、自動車に搭載された
装置が事故を検知し、その情報を基に保
険金が自動的に請求されるようなことも
考えられる。社内向け中心のAIが、社外
の顧客向けに転換する日も近い。

• 人材のマーケットプレイス

世界的には、フリーランサー等の活用に
よるクラウドソーシングが進展してい
る。必要な時に、必要な人材を確保でき
るオンデマンド型の潮流が起こり、労働
力が流体化している。また、人事系テク
ノロジーのスタートアップ企業も台頭
し 、 ク ラ ウ ド ソ ー シ ン グ の プ ラ ッ ト
フォーム提供も始まっている。

保険業界においても、クラウドソーシン
グ の 活 用 が 想 定 さ れ る 。 ア メ リ カ の
WeGoLookは、調査サービスを提供して
いるが、その調査は“LOOKERS”と呼ば
れる登録エージェント（一般人）が行っ
ている。エージェントは、依頼された現
場の写真・動画を撮り、それを依頼人に
送信するというスキームであり、エー
ジェントを活用したビジネスモデルとい
う意味ではUberに近い。同社は、保険
会社向けのサービスも提供しており、損
害調査等での活用が見込まれる。

•  “ひと”のためのデザイン

従来、“ひと”がテクノロジーに合わせる
部分が多かったが、これからはテクノロ
ジーが“ひと”に合わせていく時代を迎え
る。先進的なテクノロジーは、自ら学習
することができ、文脈解析や画像認識に
より人間と同じように思考することが可
能となる。今後のテクノロジーは、“ひ
と”の欲求やニーズに合わせて、継続的
に自らを変えていくであろう。

フランスのEurop Assistanceは、モー
ションセンサーを組み込んだスマート
ボックスを活用し、先進的なケアサービ
スを提供している。このスマートボック
スを家庭に設置すると、テクノロジーが
“ひと”の日常的な行動パターンを学習し、
提供するサービスを最適化していく。例
えば、キッチンの利用頻度が下がった場
合は栄養関連のアドバイスを行ったり、
外出が減った場合は社会的な孤立をア
ラートしたりする。また行動データは、
家族に送信することも可能であり、遠方
に住む高齢者向けのケアサービスとして
も役立てられている。このようなサービ
スは、少子高齢化が進む日本において
も、ニーズが高いのではないだろうか。

抑制するかは、金融機関経営にとって重
要な課題となっている。RegTechはコス
トを抑えつつ規制遵守を確実とする効果
が期待できる。以下ではこれまでの金融
機 関 実 務 の 枠 組 み を 超 え る よ う な
RegTech事例を紹介する。

1. 規制解釈の標準API化

規制対象の金融機関は大量の文章を解読
しながら解釈を行う。そして、規制当局
と解釈の確認を行いながらアクションを
定義していく。規制文章は曖昧な記述も
多く、金融機関にとって、このプロセス
は大きな負担となっている。この作業負
荷を低減するべく、規制文章をコード化
するテクノロジーが注目を集めている。
言わば、規制解釈の自動化だ。具体的な
実用イメージを以下に述べる。

規制文章をアプリケーションで処理し、
コンピュータが読み込み可能なコードに

変換する。これまで規制当局との対話に
より明確化されていた、解釈が難しい曖昧
な部分をコード化することで、各金融機
関コンピュータシステムが利用可能なAPI

（Application Programming Interface）
として提供される。APIには規制に関連
する業務領域・アクション・計算ロジッ
ク・レポート要件等の規制対応に必要な
ロジックが規定のフォーマットで定義さ
れており、適用におけるプロセスの簡素
化・自動化に対して期待が高い。RaaP 

（Regulation as a Platform）と呼ばれ
るこのサービスはまだまだ実験段階であ
るものの熟成すれば規制対応を大幅に効
率化させる可能性を秘める。

2. 規制にかかる業務の外部化

自社システムを変更するのではなく、規
制対応済みの共有システムに業務を移す
事で、規制に対応する考え方だ。中でも
メジャーな存在であるのがKYC（Know 

Your Customer/顧客確認）だ。このマネー
ロンダリング・テロ資金供給の阻止を主
な目的とする規制に対して、これまで
は、各金融機関が独自に口座開設時の顧
客確認手続きを行っている。KYCのプロ
セスを共通化（アウトソース）すること
により、規制非遵守のリスク回避、さら
に柔軟な規制変更に対する対応が実現で
きるのみならず、プロセスコストの削減
も期待できる。

Ⅲ. RegTechのもたらす規制の
未来

規制当局側のRegTechの適用は規制対応
プロセスに対して大きな革新をもたらす
可能性を秘めている。

1．コンピュータが読み込み可能な規制
フォーマット

A. APIによる規制発行

前述の「規制解釈の標準API化」は文章
により規制が発行される前提においての
取り組みだ。さらに進んだ将来には、規
制自体がAPIで発行される事が期待され
る。規制に変更がある場合は、このAPI

が変更されることになるため、金融機関
は規制文書の解釈・すり合わせから解放
される。

B. XBRLによる規制発行

API化が困難な分野に関しては、XBRL

（eXtensible Business Reporting Language）
での規制発行が期待される。XBRLを使
うと規制当局によって定義された共通の
タクソノミ(分類)に従って規制にタグ付
することができる。これにより、それぞ
れの文章の裏に関連する「部署」、「業
務」、「金融商品」等の情報が付加され
る事になる。現状では、文書を解読しな

がら対応が必要な業務・システム・部署
を検討しているがXBRLで発行された規
制では、コンピュータに読み込むことに
より自動で分類・インパクト分析が可能
となる。（図表2）

2．規制当局によるシステム認定

「規制のかかる業務の外部化」は、規制
対応の効率化に非常に有効な手段だ。し
かし、外部化することにより本当に規制
を遵守しているか確認することが難しく
なる。そのため、利用するシステムの信
頼性が重要な要素となる。規制当局が
「規制対応認定」をシステムに与えれ
ば、認定外部システム利用＝規制順守と
なる。

これらの規制環境が整えば、規制対応業
務は大幅に改善される。具体的には、規
制対象機関は規制文書の解釈から解放さ

れ、規制からは曖昧さが排除される。結
果、各機関は整合性のとれた対応が可能
となる。さらに、「規制対応認定」の利
用により、規制対応コストは削減され、
規制対応にあたっていた人員は金融機関
競争優位に向けた業務に集中することが
できる。

現時点のRegTechは、まだ初期段階であ
り、規制対応は依然として従来通りの対
応が必要な場合が多い。しかし、規制当
局・規制対象機関・RegTechサービス提
供者の尽力により熟成段階を迎えた時、
規制対応の在り方は大きく変わることが
予想される。
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5. まとめ

保険業界は変革期を迎えている。世界で
は、様々な戦略的投資が行われ、その規
模も拡大している。この投資に成功し、
変革を成し遂げた保険会社が新たな時代
をリードしていくであろう。

世界と日本では、デジタル技術への投資
に違いが見られた。世界的にはデジタル
技術の実用化が進み、保険会社が提供す
るサービスも変化してきている。日本の
保険会社もデジタル化を加速していく必
要があるのではないかと考えている。

技術革新のスピードが増す現代では、個
別のデジタル技術の見極めに多くの時間
を要している余裕はない。これから必要
なことは、今後の技術動向を踏まえ、技
術の進化を先読みし、先進技術を柔軟に
取り込んでいくことである。日本の保険
業界においても、デジタル化が進み、日
本発の新たな商品・サービスが産まれる
よう、弊社も取り組んでいきたいと思う。

とても重要 重要
（5段階評価：とても重要、重要、普通、あまり重要ではない、全く重要ではない）
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